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研究成果の概要（和文）：近年，消費者ニーズの多様化を背景にマイクロマーケティングが注目されている．本
研究は消費者の異質性，品目の異質性，店舗系列の異質性という3つのランダム効果を含む階層ベイズモデルを
用い，ビール系アルコール飲料需要に関する大標本ホームスキャンデータを推定した．消費者，品目，店舗系列
のランダム効果を同時に推定したのは本研究が初めてであり，階層ベイズモデルを用いてビール系アルコール飲
料の国内需要を分析したのも本研究が初めてである．また本研究の標本サイズは，階層ベイズモデルを推定した
既存研究を大きく超えている．本研究により消費者別，品目別，店舗系列別にビール系アルコール飲料の需要分
析・予測が可能になった．

研究成果の概要（英文）：Micromarketing has recently been gaining popularity. This research studies 
the demand for beer and beer-flavored alcoholic beverages in Japan using a hierarchical Bayesian 
model with three random effects---heterogeneity of consumers, items, and store chains---based on 
large-sample homescan data. The research is not only the first to estimate these three random 
effects at the same time, but the first to analyze the domestic demand for beer and beer-flavored 
alcoholic beverages by a hierarchical Bayesian model. The sample size of the data in this study is 
much larger than the previous studies estimating hierarchical Bayesian models. This research enables
 analysis and prediction of the demand of each consumer for each item of beer and beer-flavored 
alcoholic beverages in each store chain.

研究分野： 農業経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年，少子高齢化による人口減少や消費者ニーズの多様化などを背景に，従来のマスマーケティングに対し，消
費者一人ひとりは異質だという認識のもとで消費者の区分を細分化したマイクロマーケティングや個々の消費者
に焦点を当てたワントゥワンマーケティングが注目されている．本研究は消費者の異質性，品目の異質性，店舗
系列の異質性という3つのランダム効果を含む階層ベイズモデルを用い，ビール系アルコール飲料需要に関する
大標本のホームスキャンデータを推定した．実務面では，本研究の成果により個々の消費者ごと，個々の品目ご
と，個々の店舗系列ごとにビール系アルコール飲料の需要を分析したり予測したりすることが可能となる．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年，少子高齢化による人口減少や消費者ニーズの多様化などを背景に，従来のマスマーケ
ティングに対し，消費者一人ひとりは異質だという認識のもとで消費者の区分を細分化したマ
イクロマーケティングや個々の消費者に焦点を当てたワントゥワンマーケティングが注目され
ている．消費者の異質性を認識することは，企業のマーケティングのみならず消費者需要分析
においても重要である．しかしながら，集計データはもちろん，たとえ個別消費者のマイクロ
データ(個票データ)を用いても，通常の回帰モデルで推定されたパラメータは平均的な消費者
の行動を表しているに過ぎない．また，観察されない異質性が存在するとき，それらを考慮し
なければ欠落変数バイアスが生じる. 例えば異なる消費者から反復して観測されたデータでは，
観測自体を独立に実施しても，同一消費者の観測値間にはしばしば正の系列相関が生じる
(Wooldridge, 2010)．系列相関のあるデータに対して独立性を仮定した分析を行うと，推定値
の標準誤差が過小評価され，パラメータは有意になりやすい． 
 最小二乗法や最尤法などの頻度論的方法で消費者の異質性を考慮する場合，パネルデータの
枠組みで異質性を固定効果またはランダム効果として扱うのが一般的である．POS データやホ
ームスキャンデータには，観測値が 1 つだけの消費者がしばしば含まれている．固定効果モデ
ルであってもランダム効果モデルであっても，頻度論的な推定では各消費者について 2 つ以上
の観測値が必要であり，1 度だけ観測された消費者の異質性を考慮することができない．しか
し，観測値が 1 つしかない消費者のなかには将来のリピーターが含まれるかもしれないので，
このような消費者の異質性を無視するのは適切でない．また，頻度論的方法によるランダム効
果モデルの推定はしばしば安定せず，特に 2 つ以上のランダム効果を含むモデルを頻度論的に
推定することは難しい(久保, 2012)．さらに，ランダム効果の母集団の標準偏差は推定されるが，
ランダム効果そのものは推定の過程で積分消去されるのでわからない． 
 一方，階層ベイズモデルでは 2 つ以上のランダム効果を含む場合でも安定した推定を行うこ
とができる．また，1 度しか観測されていない消費者，品目，店舗系列を含めて消費者別，品
目別，店舗系列別にランダム効果の事後分布を推定できるので，消費者間，品目間，店舗系列
間に存在する原因不明の異質性を考慮したモデリングが可能となる．階層ベイズモデルでは，
ランダム効果のパラメータに階層事前分布と呼ばれる階層的な構造を与える．個々の消費者，
品目，店舗系列に関するデータがどんなに少なくても消費者別，品目別，店舗系列別にランダ
ム効果の事後分布を推定でき，データの少なさは単に事後分布の分散が大きいという不確実性
として反映される．すなわち，階層ベイズモデルを用いることで，個々の消費者，個々の品目，
個々の店舗系列に焦点を当てたマーケティングが可能となる．これまでに階層ベイズモデルを
用いた消費者需要分析には，消費者の異質性をランダム効果とした Allenby and Rossi (1998), 
Chang et al. (1999), 日高・佐藤(2016)，品目の異質性をランダム効果とした石橋(2018)，消費
者の異質性と品目の異質性をともにランダム効果として推定した Ansari et al. (2000)などの研
究成果がある． 
 
２．研究の目的 
本研究は消費者の異質性，品目の異質性，店舗系列の異質性という 3 つのランダム効果を含

む階層ベイズモデルを用い，ビール系アルコール飲料需要に関する大標本のホームスキャンデ
ータを推定する．消費者，品目，店舗系列のランダム効果を同時に推定するのは本研究が初め
てであり，階層ベイズモデルを用いてビール系アルコール飲料の国内需要を分析するのも本研
究が初めてである．また推定に用いる標本の大きさにおいて，本研究は階層ベイズモデルを推
定した既存研究を大きく超えている．マーケティングの実務面では，本研究のモデルにより消
費者別，品目別，店舗系列別にビール系アルコール飲料の需要分析や予測を行えるようになる． 
 
３．研究の方法 
(1) 分析に用いるのは，株式会社マクロミルによるビール系アルコール飲料のホームスキャン
データを，消費者別，品目別，店舗系列別，月別に集計することにより作成した観測値数 I = 
870,941，消費者数 C = 34,401，品目数 L = 2,823，店舗系列数 S = 382 の標本である．購入量
(ml)の(自然)対数を被説明変数とし，説明変数のうち価格は総務省統計局の消費者物価指数(総
合，都道府県庁所在都市別)で実質化して対数をとっている．なお，ダミー変数の平均値は当該
カテゴリーの相対的な購入頻度を表している． 
 
(2) 消費者，品目，店舗系列についてはそれぞれの背後に母集団を仮定し，消費者，品目，店
舗系列はそれぞれの母集団からランダムに標本抽出されたものと捉え，それぞれの異質性をラ
ンダム効果として扱う．背後に母集団を想定できることに加え，本研究のデータがランダム効
果の母集団の標準偏差を推定するのに十分な数の消費者，品目，店舗系列を含むことからも，
それらの異質性についてはランダム効果として捉えるのが適切であると考えられる．なお，消
費者，品目，店舗系列についてそれぞれ C - 1 個，L - 1 個，S - 1 個のダミー変数を説明変
数に取り入れることで，それらの異質性を固定効果として扱った場合，大量のダミー変数の導
入は推定における自由度を著しく低下させ，他のパラメータの標準誤差を増大させて推定の精
度に悪影響を及ぼす．ランダム効果のパラメータは消費者，品目，店舗系列について定数項か
らのランダムな偏差を表す．一方，性別，月，都道府県など，全体を有限個のカテゴリーで表



現している場合は，各カテゴリーの効果(ベースラインに選んだカテゴリーとの差)を固定効果
として扱う．その結果，定数項を含む J = 116 個の説明変数のパラメータ，3 つのランダム効
果の標準偏差(超パラメータ)，および誤差項の標準偏差(パラメータ)は，標本を通して一定の
固定効果となる． 
 
(3) 説明変数および消費者，品目，店舗系列の異質性が購入量に与える影響を調べるため，需
要関数を線形の階層ベイズモデルとして定式化する．事前分布と超事前分布，すなわちデータ
が得られる前に分析者がそれぞれパラメータと超パラメータに関して抱いている確率分布は次
のように，ランダム効果については階層事前分布とし，また固定効果については特に事前情報
がないので，分析者の主観を排除するために十分に幅の広い連続一様分布とする．ベイズの定
理より，パラメータと超パラメータの同時事後分布，すなわちデータが得られた後のパラメー
タと超パラメータの同時確率分布を推定する． 
 
(4) ベイズ推定は一般に煩雑な積分計算を伴うため，事後分布を導出する際に何らかの近似が
必要となる．代表的な近似アブロ一チとして，マルコフ連鎖モンテカルロ(MCMC)法，変分ベイ
ズ法，ラプラス近似などがある．これらのうち MCMC 法が最もよく用いられているが，本研究の
階層ベイズモデルに MCMC 法による推定を試みたところ，現実的な計算時間で収束が得られなか
った．そこで，MCMC 法より高速で機械学習において広く利用されている変分ベイズ法の一実装
である Automatic Differentiation Variational Inference (ADVI)を用いた．変分ベイズ法は，
因子分解可能な分布によって真の事後分布を近似することで計算を簡単化し非常に高速である
ため，本研究のように大標本データを扱う場合に MCMC 法の代替となる． 
 
４．研究成果 
(1) 対数実質価格のパラメータは価格弾力性であり，対数実質価格以外の説明変数が不変の場
合に同一消費者，同一品目，同一店舗系列，同一時点において実質価格が 1%上昇すると購入量
は 1.2%減少することを示している．全体としてビール系アルコール飲料はやや奢侈財だといえ
る．既存研究の(自己)価格弾力性推定値をみると，日本のビール系飲料に関する中島(2016) 
(-26.51～-15.55)，米国のビールに関する Hausman et al. (1994) (-6.205～-3.763), Rojas and 
Peterson (2008) (-17.936～-1.165), Lopez and Matschke (2012) (-5.054～-1.770)など，概
して本研究の事後平均(-1.184)に比べて絶対値が大きい．これらの既存研究では銘柄レベルお
よび地域レベルに集計したデータを用いて銘柄別に価格弾力性が推定されており，価格以外で
モデルに取り入れられた説明変数は数個～十数個である．本研究は消費者間，品目間，店舗系
列間で未集計のデータを用い，特に消費者の属性に関して多くの説明変数を含む．これら大量
の説明変数が不変の場合という条件は，説明変数の数が比較的少ない既存研究に比べて強い制
約となるため，価格に対する購入量の反応が既存研究より小さくなっている可能性がある． 
 
(2) 定数項と対数実質価格を除く説明変数のパラメータ bj は各説明変数の効果であり，他の説
明変数が不変ならば，当該説明変数が 1 単位増加すると購入量は 100bj%増加することを表す．
この定義より，ダミー変数のパラメータの事後平均(または推定値)と，観測データにおける当
該カテゴリーの相対的な購入頻度を表すダミー変数の平均値では，カテゴリー間の大小関係が
必ずしも一致しない．例えば婚姻関係について，データ上の購入頻度は離死別者→未婚者→既
婚者の順で高いが，推定結果では未婚者→離死別者→既婚者の順に購入量が多くなる．また国
内大手 4 社について，データ上の購入頻度は C社→D社→A社→B社の順にで高いが，購入量は
D 社→C 社→B 社→A 社の順に多くなると推定されている．世帯年収について，データ上は 400
万円以上 500 万円未満のカテゴリーの購入頻度が最も高いが，他の説明変数が不変ならば，ほ
ぼ世帯年収の高いカテゴリーほど購入量が多いことから，所得に対する購入量の反応は概ねプ
ラスだと考えられる．8月を中心とする夏季と 12月において特に高くなるデータ上の購入頻度
と，他の説明変数を不変とした場合の購入量の反応についても，カテゴリー(月)間の大小関係
は必ずしも一致しない． 
 
(3) 他の説明変数が不変ならば，購入量は毎月 0.7%減少し，世帯主年齢が 1歳上昇すると 0.7%
増加する．女性よりも男性，非世帯主よりも世帯主の方が購入量は多い．職種については学生
→ブルーカラー→ホワイトカラー→その他・無職→専業主婦→自営・自由業の順に購入量が多
くなる．19～60 歳の世帯人数が増えると購入量は減少し，61 歳以上の世帯人数が増えると購入
量は増加する．末子年齢が 1～6歳の人は子供がいない人よりも購入量が多く，末子年齢が 4～
6歳の人は特に多い．一方，末子年齢が13～18歳の人は子供がいない人よりも購入量が少ない．
家族構成については 2 世代同居→3 世代同居→単身→夫婦のみ→その他の順に購入量が多くな
る．住居形態については社宅・官舎→賃貸マンション・アパート→一戸建て借家→分譲マンシ
ョン・アパート(持家)→その他→一戸建て持家の順に購入量が多くなる．他の説明変数が不変
ならば，新ジャンルに比べてビールの需要が 12.4%，発泡酒の需要が 3.1%多い．酒税法改正に
より税率が統一されれば，発泡酒や新ジャンルからビールへ需要が回帰していくことを示唆し
ている． 
 



(4) ランダム効果について，各パラメータの事後平均の分布をヒストグラムに描き，さらに事
後平均の標本平均を平均，事後平均の不偏標準偏差を標準偏差とする正規分布の確率密度関数
を重ね合わせて表示すると，n が十分大きな消費者と品目は，それぞれ正規分布に近い分布と
なっている．母集団がどのような分布でも，そのサイズ nの標本平均は漸近的に正規分布に従
うという中心極限定理に矛盾しない結果といえる． 
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